




































される軽度認知障害を除く）有病率は推定値15％（65歳以上の高齢者の約 7 人に 1 人）で患者数は



























































































































判決年月日 疾患名 責任能力 備考
① 大阪高判平成 5 ・ 2 ・24 脳動脈硬化性精神障害 心身耗弱
② 山口地下関支判平成15・11・26 痴呆症（中等度） 完全責任能力 量刑考慮
③ 東京高判平成20・ 5 ・15 前頭側頭型（疑い） 完全責任能力
④ 福井地判平成22・ 9 ・21 認知症（中度）等 心身耗弱




⑥ 東京地決平成23・ 6 ・17 医療観察法
⑦ 福岡地判平成24・ 3 ・16 混合型 心身耗弱 裁判員裁判
⑧ 大阪高判平成26・ 3 ・18 前頭側頭型 完全責任能力 量刑考慮
⑨ 東京簡裁平成26・ 9 ・ 4 アルツハイマー型（軽度） 完全責任能力 量刑考慮
⑩ 岐阜地判平成26・12・17 前頭側頭型 完全責任能力 量刑考慮
⑪ 横浜地判平成27・10・15 前頭側頭型 心身耗弱
⑫ 富山地判平成27・10・29 アルツハイマー型（軽度） 完全責任能力
⑬ 東京高判平成27・11・10 前頭側頭型 完全責任能力 量刑考慮
⑭ 名古屋地判平成28・ 3 ・16 前頭側頭型 心神耗弱
⑮ 大阪地判平成29・ 3 ・22 前頭側頭葉型（重度） 心神喪失






























































































8A. Ogata CHUKYO LAWYER
ていることなどを考慮すると、被告人をただちに刑務所内で服役させるよりも、その刑の執行を猶
予し、社会のなかで被害者に対する償いの日々を送らせることが相当である」と判断し、被告人に




























































































































































A. Ogata CHUKYO LAWYER
ならないように複数の目で見守り続けるべきである。
（ 1 ） 融道男他監訳『ICD-10 精神および行動の障害―臨床記述と診断ガイドライン―（新訂版）』（医
学書院、2015年）57頁。
（ 2 ） 若年性認知症は、正しくは18歳以降44歳までに発症する認知症を「若年期認知症」、45歳以降64
歳で発症するものを「初老期認知症」と呼ぶ。
（ 3 ） WHO Dementia Fact sheet http://www.who.int/mediacentre/factsheets/fs362/en/.
（ 4 ） 内閣府「平成29年版高齢社会白書」 19頁。
（ 5 ） レビー小体型認知症は、大脳皮質の神経細胞内に異常たんぱく質（レビー小体）が広範囲に生じ
神経細胞が消失することで起きる。
（ 6 ） 上島国利他編『精神医学テキスト（改訂第 4 版）』（南江堂、2017年）120頁。
（ 7 ） ただし、投薬により認知症の周辺症状（被害妄想や衝動性等）に対しての一定の効果（軽減・改
善）は期待できる。その他、薬を使用しない方法として運動治療や心理療法などがある。
（ 8 ） 内閣府政府広報室「～身近な人の『もしも』に気付いて、正しく理解、自然なサポートを～知っ
ておきたい『認知症』のキホン」2015年 3 月10日。
（ 9 ） この点に関して、五十嵐禎人「高齢者（認知症の人）の犯罪について考える 精神医学の立場か
ら」認知症ケア事例ジャーナル 6 巻 2 号（2013年）157頁。
（10） 八木深「医療観察法下における高齢化問題」老年精神医学雑誌28巻 8 号（2017年）868頁。
（11） 厚生労働省「認知症○症状」http://www.mhlw.go.jp/kokoro/speciality/detail_recog.html.





（14） 五十嵐・前掲註（ 9 ）161-162頁。
（15） 東京高裁平成20年 5 月15日判決判例タイムズ1295号312頁。精神科医の立場から本件につきコメ
ントをしたものとして、村松太郎＝今井聡「前頭側頭型認知症の責任能力－大型ディスカウント
ショップ連続放火事件の裁判を通じて」司法精神医学 6 巻 1 号（2011年）29頁以下。その他、長谷
川一朗「連続放火と前頭側頭型認知症による責任能力の有無について」消防通信668号（2009年）8
頁以下。









（20） 大阪地裁平成29年 3 月22日判決 LEX/DB 文献番号25546119。
（21） 大阪高裁平成 5 年 2 月24日判決判例時報1505号156頁。
（22） 福岡地裁平成24年 3 月16日判決 LEX/DB 文献番号25481182。
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（23） 横浜地裁平成27年10月15日判決 LLI/DB 判例番号 L07050713。
（24） 名古屋地裁平成28年 3 月16日判決 LEX/DB 文献番号25544236。
（25） 東京地裁平成23年 3 月14日判決 LEX/DB 文献番号25482206。本件弁護人のレポートとして、森
岡かおり「介護殺人：裁判員裁判事件と医療観察法事件」季刊刑事弁護73号（2013年）86頁。






（28） さいたま地裁平成19年 3 月23日判決判例時報2019号130頁。
（29） 富山地裁平成27年10月29日判決 LLI/DB 判例番号 L07050556。
（30） 岐阜地裁平成26年12月17日判決 LEX/DB 文献番号25505660。
（31） 高知地裁平成29年 8 月 7 日判決 LLI/DB 判例番号 L07250594。
（32） 東京簡裁平成26年 9 月 4 日判決 LEX/DB 文献番号25505278。
（33） 大阪高裁平成26年 3 月18日判決 LLI/DB 判例番号 L06920124。本件は、窃盗罪により執行猶予付
判決を言い渡された被告人が、同期間中にスーパーマーケットで食料品 4 点を万引きした事案で、
























とする見解として、加藤久雄「痴呆性老人の刑事責任能力」老年精神医学雑誌 6 巻 8 号（1995年）
983頁。
（42） この点に関して、五十嵐・前掲註（27）596-597頁。
